
○白井市企業立地促進条例 

平成１８年３月２２日 

条例第２号 

改正 平成２３年３月２９日条例第７号 

平成２４年６月２９日条例第１４号 

平成２８年３月２５日条例第１３号 

令和２年１２月２３日条例第２７号 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における企業の立地を促進するため、必要な奨励措置を講じ、産

業の振興及び雇用の創出を図り、もって市勢の発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 促進地域 市内の市街化区域（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第１

項の規定による市街化区域をいう。）内の地域をいう。 

(2) 対象施設 工場、研究所その他事業所をいう。 

(3) 工場 物の生産又は加工を行う施設で、統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第

９項に規定する統計基準として定める日本標準産業分類（以下「産業分類」という。）

による大分類Eの製造業の用に供するものをいう。 

(4) 研究所 学術的研究、試験、開発研究等を行う施設で、産業分類による中分類７１の

学術・開発研究機関の用に供するものをいう。 

(5) その他事業所 産業分類による事業の用に供する施設をいう。ただし、次に掲げる施

設を除く。 

ア 不動産賃貸施設 

イ 飲食施設（産業分類による中分類７６の飲食店及び中分類７７の持ち帰り・配達飲

食サービス業に分類される事業所をいう。） 

ウ 娯楽施設（産業分類による中分類８０の娯楽業に分類される事業所をいう。） 

エ 浴場施設（産業分類による小分類７８４の一般公衆浴場業及び小分類７８５のその

他の公衆浴場業に分類される事業所をいう。） 

オ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

に基づく許可又は届出を要する施設 



(6) 事業者 促進地域において、対象施設を新設し、増設し、又は移転して事業を営む者

（対象施設の新設、増設及び移転に要する土地、家屋及び償却資産の取得並びに対象施

設の操業を分担し、集団で事業を営む者であって、規則で定めるものを含む。）をいう。 

(7) 新設 市内に対象施設を有しない者が市内に新たに対象施設を設置し、又は市内に対

象施設を有する者が既存対象施設と異なる業種の対象施設を市内に新たに設置すること

をいう。 

(8) 増設 市内に対象施設を有する者が事業拡大のため同一業種の対象施設を市内に設置

することをいう。 

(9) 移転 市内の既存対象施設の全部が市内の新たな場所に移転することをいう。 

(10) 投下固定資産額 事業者が対象施設の新設、増設又は移転に要する費用のうち地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４１条に規定する土地、家屋又は償却資産の取

得に要する費用（土地の造成、既存建築物の取壊し又は設計に要する費用等を除く。）

の額の合計額をいう。 

(11) 常用雇用者 対象施設において雇用される雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）

第４条第１項に規定する被保険者をいう。 

(12) 市民 市内に居住し、かつ、住民基本台帳に記録されている者をいう。 

(13) 障害者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体

障害者手帳の交付を受けた者 

イ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条第１項に規定する児童相談所又

は知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条第１項に規定する知的障害

者更生相談所において、療育手帳の交付を受けた者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条

第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

（一部改正〔平成２３年条例７号・２４年１４号〕） 

（対象事業者） 

第３条 この条例の対象となる事業者（以下「対象事業者」という。）は、次の各号のいず

れかに該当する事業者とする。 

(1) 促進地域に土地を確保した後、３年以内に操業を開始する事業者であって、１億円以

上の投下固定資産額を有し、かつ、１０人以上の常用雇用者を雇用するもの 

(2) 対象施設の操業を開始した日（以下「操業開始日」という。）の前３箇月から操業開



始日の後３箇月までの間に雇用した市民である常用雇用者（以下「市民常用雇用者」と

いう。）を引き続き１２箇月を経過した日において５人以上雇用しているもの 

（奨励措置） 

第４条 市長は、前条第１号に該当する対象事業者のうち、次条の規定により指定を受けた

者に対し、企業立地奨励金を交付するものとする。 

２ 市長は、前条第２号に該当する対象事業者のうち、次条の規定により指定を受けた者に

対し、雇用促進奨励金を交付するものとする。 

（対象事業者の指定） 

第５条 企業立地奨励金及び雇用促進奨励金（以下「奨励金」という。）の交付を受けよう

とする対象事業者は、対象施設を新設し、増設し、又は移転するごとに、規則で定めると

ころにより、市長の指定を受けなければならない。 

（奨励金の交付の決定等） 

第６条 前条の規定により指定を受けた対象事業者（以下「指定事業者」という。）が奨励

金の交付を受けようとするときは、規則で定めるところにより、奨励金の交付の決定を受

けなければならない。 

２ 指定事業者が、次に掲げる事由に該当するときは、奨励金を交付しない。ただし、市長

が特に認めたときは、この限りでない。 

(1) 企業立地奨励金にあっては、次条に規定する期間における各年度の年度末までに市税、

使用料その他公課（以下「市税等」という。）を完納しないとき。 

(2) 雇用促進奨励金にあっては、操業開始日から起算して１５箇月を経過する日までに納

期が到来する市税等を完納しないとき。 

（企業立地奨励金） 

第７条 企業立地奨励金の額は、操業開始日後、最初に固定資産税及び都市計画税が賦課さ

れる年度から起算して５年間における各年度の固定資産税及び都市計画税に相当する額の

２分の１（増設に係るものにあっては、増設された部分に対して課される固定資産税及び

都市計画税に相当する額の２分の１）とする。この場合において、その額に１００円未満

の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。 

（一部改正〔平成２８年条例１３号〕） 

（雇用促進奨励金） 

第８条 雇用促進奨励金の額は、市民常用雇用者の数に１０万円を乗じて得た額とする。た

だし、当該常用雇用者が障害者である場合は、当該常用雇用者の数に３０万円を乗じて得



た額とする。 

２ 雇用促進奨励金の交付は、１回限りとする。 

（奨励金の交付の時期） 

第９条 奨励金の交付の時期は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日以後と

する。 

(1) 企業立地奨励金 交付対象の期間における各年度の市税等を完納した日 

(2) 雇用促進奨励金 操業開始日から起算して１５箇月を経過した日 

（指定事業者の取消し等） 

第１０条 市長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取り消

し、既に交付した奨励金があるときは、その全部又は一部を返還させることができる。 

(1) 指定事業者が第３条各号に掲げる要件に該当しなくなったとき。 

(2) 対象施設の操業を廃止し、若しくは３箇月以上休止したとき又は対象施設の操業が廃

止若しくは３箇月以上休止の状況にあると認められたとき。 

(3) 詐欺その他の不正行為により指定を受けたとき。 

(4) その他市長が特に取消しの必要があると認めたとき。 

（地位の承継） 

第１１条 合併、分割、相続その他の理由により指定事業者の事業者としての地位を承継す

る者は、当該指定事業者としての地位を承継する。 

２ 前項の規定により指定事業者の地位を承継した者は、速やかにその旨を市長に届け出な

ければならない。 

（報告及び立入検査） 

第１２条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、指定事業者に対し、対象施設の

操業状況その他必要な事項について報告をさせ、又は当該職員に、対象施設に立ち入り、

操業状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させること

ができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請

求があったときは、これを提示しなければならない。 

（委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 



１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

（失効） 

２ この条例は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この条例の失効前に

この条例の規定による指定を受けた事業者については、その時以後も、なおその効力を有

する。 

（一部改正〔平成２３年条例７号・２８年１３号・令和２年２７号〕） 

附 則（平成２３年条例第７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第１４号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

（白井市企業立地促進条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ この条例の施行の際現に第４条の規定による改正前の白井市企業立地促進条例第５条の

規定により指定を受けているものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成２８年条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に改正前の白井市企業立地促進条例第５条の規定により指定を受

けている者に対する奨励金の交付については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年条例第２７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


